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インターネット開示事項

事 業 報 告の
「２．(５)当事業年度中に職務執行の対価

として当社役員に交付した株式の状況」

事 業 報 告の「２．(６)新株予約権等に関する事項」

事 業 報 告の「５．会社の体制および方針」

連結計算書類の連 結 持 分 変 動 計 算 書

連結計算書類の連 結 注 記 表

計 算 書 類の株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

計 算 書 類の個 別 注 記 表

上記の事項につきましては、法令および当社定款第16条の規定に基づき、

インターネット上の当社ホームページ(https://www.nitto.com/jp/ja/ir/)に掲

載することにより、株主の皆様に提供しております。

2022年５月27日

株 主 各 位

第157回定時株主総会招集ご通知に際しての

インターネット開示事項

日東電工株式会社
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当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に交付した株式の状況

名　　　称 業績連動型株式報酬 譲渡制限付株式報酬

株式の種類および数 － 当社普通株式　10,100株

交付対象者数 －
取締役
４名

名　　　称 株式報酬型ストックオプション

新株予約権の数
424個

（新株予約権１個当たり100株）

新株予約権の目的となる株式の
種類および数

当社普通株式　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　42,400株

行使価額
（行使時の１個当たり払込金額）

100円

行使期間
・発行日の翌日から30年後まで
・当社の取締役の地位を喪失した日の翌日から10日を経過する日までの
期間

保有者数および個数
取締役　４名

424個

（５）当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に交付した株式の状況

（注）上記株式報酬は、社外取締役および監査役は付与対象者ではありません。

（６）新株予約権等に関する事項

①当事業年度の末日に当社役員が有する職務執行の対価として交付された新株予約権の内容の概要

（注）社外取締役および監査役は、上記新株予約権の付与対象者ではありません。

②当事業年度中に当社使用人、子会社役員および使用人に対して職務執行の対価として交付された新株予約権

の内容の概要

該当事項はありません。

－ 1 －
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会社の体制および方針

【１】コンプライアンス推進体制

（会社法第362条第４項第６号、会社法施行規則第100条第１項第４号、同項第５号）

(取締役会決議内容の概要)

（１）行動基準の策定

当社グループのコンプライアンスの基礎として、当社グループ役職員が事業活動において法令および倫

理に則って行動できるよう「Nittoグループビジネス行動ガイドライン」を定める。

（２）担当役員および担当部署の設置

当社グループのコンプライアンスを推進するため、コンプライアンス担当役員（取締役または執行役

員）を定め、コンプライアンス担当部署を設置する。

（３）内部通報制度の整備

内部通報体制として、コンプライアンス担当部署がその窓口となるほか、社外の専門機関を直接の情報

受領者とする社外窓口を整備する。コンプライアンス担当部署は通報案件の対応および再発防止体制の

整備を行う。

（運用状況の確認）

・「Nittoグループビジネス行動ガイドライン」の浸透策として、当社グループの全役職員に対して、ワーク

ショップを実施しています。当事業年度においては、ハラスメント、児童労働の禁止を中心テーマとしてい

ます。

・コンプライアンス担当役員およびコンプライアンス担当部署を中心に、上記周知・教育を含め、コンプライ

アンス推進活動を実施しています。

・内部通報窓口に寄せられた通報について、問題解決および再発防止に努め適切な対策を講じています。

５．会社の体制および方針

（１）内部統制基本方針および運用状況の概要

当社グループは、「経営理念」として、当社グループが果たすべき「Mission」（新しい発想でお客様の価

値創造に貢献します。）、および役職員共通の価値観、心構え、行動基準を示した「The Nitto Way」を定め

ています。そして、「The Nitto Way」の「安全をすべてに優先」には身体の安全だけでなく経営の安全も含

まれるものとし、業務の適正を確保するために必要な体制（内部統制体制）の構築および運用状況の確認は、

重要な経営プロセスであると認識しています。

このような考え方のもと、当社グループは「内部統制基本方針」を次のとおり定めています。

－ 2 －



2022/05/18 10:08:11 / 22858696_日東電工株式会社_招集通知

会社の体制および方針

【２】リスクマネジメント推進体制

（会社法施行規則第100条第１項第２号、同項第５号）

（取締役会決議内容の概要）

（１）事業リスクのマネジメント体制の整備

事業構成や海外での事業運営にかかわるリスク、為替変動やカントリーリスクなど外部要因に基づくリ

スク、新技術開発力や知的財産権など技術競争力に関するリスク等（以下、「事業リスク」という）に

ついて、各事業執行部署がこれを管理する。

（２）業務リスクのマネジメント体制の整備

安全・環境・災害や製品の品質・欠陥に関するリスク、情報セキュリティや反社会的勢力への対応、独

占禁止法・輸出管理法に関するリスク等（以下、「業務リスク」という）について、専門機能部署が管

理する。

（３）エリアにおけるリスクモニタリング体制の整備

グローバルなリスクモニタリング体制を実現するため、主要地域ごとにエリア経営担当役員を配置し、

エリア統括機能を整備する。

（４）役員によるリスクモニタリング体制の整備

事業リスクについては、各事業執行部署が必要に応じて当社取締役会、経営戦略会議に報告する。業務

リスクについては、リスクマネジメント担当役員および担当部署を設置し、当社取締役会、経営戦略会

議が業務リスクの報告を受ける体制を整備する。

（５）危機管理体制の整備

緊急事態または事故・災害（以下、総称して「緊急事態等」という）が発生した場合に備え、速やかに

当社取締役社長およびリスクマネジメント担当役員に報告される体制を整える。緊急事態等が発生した

場合には、損害を最小限に止め事業を継続し早期に復旧するため、当社取締役社長のもと危機対策本部

を設置する。

（運用状況の確認）

・事業リスクは、各事業執行部署においてモニタリングを実施し、取締役会および経営戦略会議への経営状況

報告を通じて、適切な管理を行っています。

・業務リスク（コンプライアンスリスクも含む）は、リスクマネジメント担当部署の取りまとめのもと、専門

部署およびエリア統括がモニタリングを実施し、取締役会および経営戦略会議への定期的な報告を通じて、

適切な管理を行っています。

・緊急事態報告規程等のもと、緊急時のための危機管理体制を整備しています。

－ 3 －
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会社の体制および方針

【３】業務効率化の推進体制

（会社法施行規則第100条第１項第３号、同項第５号）

（取締役会決議内容の概要）

（１）取締役会の効率化推進

当社取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎として、取締役会を原則

として月１回定期的に開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開催する。

（２）権限移譲による効率化推進体制

当社グループの具体的な経営方針および経営戦略に関わる重要事項については、その重要度に応じて、

当社取締役会決議とするほか、当社取締役（社外取締役を除く）および執行役員によって構成される経

営戦略会議（原則月１回開催）での決議、各事業執行部署主催の会議での決議または稟議決裁による決

定とする。

（３）当社グループの報告体制の整備

当社グループ会社の経営上の意思決定および重要事項について、当社での決議のほか、当社との事前協

議、当社への報告など、当社が必要に応じてその意思決定に関与する体制とすることにより、グループ

全体の業務の適正を確保する。

（４）担当役員の設置

当社グループの業務執行の決定機関、責任者およびその責任範囲、業務執行手続、報告先等について、

グループ意思決定規程・基準等（以下、「意思決定規程等」という）を整備する。意思決定規程等の整

備は経営戦略担当役員が担当し、定期的にその内容を見直す。

（５）業務文書の管理および保存に関する体制整備

当社株主総会議事録、取締役会議事録、経営戦略会議議事録、稟議決裁文書等取締役の職務執行に係る

文書については、文書管理および保存に関する規程に基づき、書面または電磁的媒体等その記録媒体に

応じて適切かつ確実に保存・管理し、必要に応じて閲覧可能な状態を維持する。

（運用状況の確認）

・グループ意思決定規程に基づく承認、報告案件区分に従い、取締役会、経営戦略会議等において適切な意思

決定を行っています。

・グループ意思決定規程に基づく事前承認、報告案件区分に従い、当社グループ会社の重要な案件について、

当社での審議を行うなど、グループガバナンス体制を構築しています。

・グループ意思決定規程の定期見直しを実施しています。

・担当管理部署が、当社の決裁文書を規程等に従いに適切に保存しています。

【４】内部監査体制

（会社法第362条第４項第６号）

（取締役会決議内容の概要）

当社グループの内部監査を実施するため、内部監査担当部署を設置する。内部監査の結果は、取締役会

に報告する。

（運用状況の確認）

・内部監査担当部署が内部監査を実施し、取締役会および代表取締役への報告を通じて、適切な管理を行って

います。

－ 4 －
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会社の体制および方針

【５】監査役監査の実効性確保に関する方針

（会社法施行規則第100条第３項）

（取締役会決議内容の概要）

（１）監査役監査支援全般

・当社取締役は、監査役監査の重要性と有用性を認識、理解し、当社グループに対しその旨周知徹底すると

ともに、内部監査体制の充実を図る。

（２）監査役スタッフの設置

・当社監査役の職務を補助すべき使用人として、監査役スタッフを置く。

・監査役スタッフは、組織上、独立した部署に所属し、直接監査役の指揮命令下で業務を行う。

・監査役スタッフの選任、異動については常勤監査役の了解を得たうえで決定する。

・監査役スタッフの評価については、常勤監査役が決定する。

・監査役スタッフは業務執行にかかる役職を兼務しない。

（３）監査役への報告体制の整備

・当社取締役および使用人は、監査役(会)が定める監査計画に従って、当社グループの業務または業績に影

響を与える重要な事項について当社監査役に報告する。

・前記にかかわらず、当社監査役は必要に応じていつでも、当社取締役および使用人に対して報告を求める

ことができるとともに、重要な会議への出席およびそれら会議の議事録または稟議決裁書類および各種報

告書の閲覧を求めることができる。

・内部通報や緊急事態等について、当社監査役への迅速かつ適切な報告体制を確保する。

・当社監査役へ報告をしたことを理由として、不利な取扱いを受けない体制を確保する。

（４）監査役監査の費用に関する方針

・当社監査役がその職務の執行について、当社に対し費用の前払いまたは償還の請求をしたときは、担当部

門において審議のうえ、当該請求に係る費用または債務が当該監査役の職務の執行に必要でないことを証

明した場合を除き、速やかに当該費用または債務を処理する。

（５）その他方針

・当社監査役が会計監査人および内部監査担当部署等と連携しグループ会社の監査役とも意見・情報交換等

を行うことにより、効率的に監査を行うことができる体制を確保する。

・前記監査のほか、監査役が必要に応じていつでも各グループ会社の監査役および取締役・経営幹部に報告

を求めることができる体制を確保する。

（運用状況の確認）

・監査役会規程等を整備するとともに、業務執行から独立した監査役スタッフが監査役業務を補助することに

より、監査役監査体制の実効性を確保しています。

・取締役会や経営戦略会議等の主要な会議体には監査役の出席を得ているとともに、監査役から要求された重

要書類は監査役の閲覧に供しています。

・社内外の専門窓口については監査役にも報告する体制を構築し、これに基づき運用・実施しています。

・監査役会規程等において監査役費用に関する規定のもと、これに基づき運用・実施しています。

（２）会社の支配に関する方針

当社株式の大規模買付け行為に対する基本的な考え方は、次のとおりであります。

当社は、株式の大量保有を目的とする買付けが行われる場合において、それに応じるか否かは、最終的には

株主の皆様の判断に委ねられるべきものと考えておりますが、一方では高値での売抜け等の不当な目的による

企業買収の存在も否定できず、そのような買収者から当社の基本理念やブランドおよび株主を始めとする各ス

テークホルダーの利益を守るのは、当社の経営を預かる者として当然の責務であると認識しております。

現在のところ、当社株式の大量買付けに係る具体的な脅威が生じているわけでなく、また当社としても、そ

のような買付者が出現した場合の具体的な取組み（いわゆる「買収防衛策」）をあらかじめ定めるものではあ

りませんが、当社としては、株主から付託を受けた経営者の責務として、当社株式の取引や株主の異動状況を

常に注視するとともに、株式の大量取得を企図する者が出現した場合には、直ちに当社として最も適切と考え

られる措置を講じる方針です。

－ 5 －
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連結株主資本等変動計算書

（単位：百万円）

資 本 金
資 本
剰 余 金

利 益
剰 余 金

自己株式
その他の資本
の 構 成 要 素

親会社の所有
者に帰属する
持 分 合 計

非支配持分 資本合計

当 期 首 残 高 26,783 50,070 635,916 △10,039 13,136 715,868 817 716,686

当 期 利 益 97,132 97,132 102 97,234

その他の包括利益 39,075 39,075 12 39,088

当 期 包 括 利 益 合 計 － － 97,132 － 39,075 136,207 115 136,323

株 式 報 酬 取 引 △132 3 △128 △128

配 当 金 △31,076 △31,076 △20 △31,097

自 己 株 式 の 変 動 54 267 322 322

その他の資本の構成要素か
ら利益剰余金への振替

3,937 △3,937 － －

所有者との取引額等合計 － △77 △27,138 267 △3,934 △30,883 △20 △30,903

当 期 末 残 高 26,783 49,992 705,910 △9,771 48,276 821,192 913 822,105

連結持分変動計算書
当連結会計年度（2021年４月１日から2022年３月31日まで）

－ 6 －
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連結注記表

連 結 注 記 表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

（１）連結計算書類の作成基準

当社グループの連結計算書類は、会社計算規則第120条第１項の規定により、国際会計基準（以下

「IFRS」という。）に準拠して作成しております。なお、連結計算書類は同項後段の規定により、IFRSで

求められる開示項目の一部を省略しております。

（２）連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の数　　　　　　　　　90社

主要会社：日昌㈱、Nitto EMEA NV、Nitto, Inc.、Nitto Denko Avecia Inc.、

Nitto Denko (China) Investment Co., Ltd.、Taiwan Nitto Optical Co., Ltd.、

Korea Nitto Optical Co., Ltd.、Nitto Denko (HK) Co., Ltd.、

Shanghai Nitto Optical Co., Ltd.、Shenzhen Nitto Optical Co., Ltd.、

Nitto (China) New Materials Co., Ltd.、Nitto Denko (Singapore) Pte. Ltd.、

Nitto Denko Material (Thailand) Co., Ltd.、Taiwan Nitto Corporation

②　連結子会社の増減

増加：－社

減少：－社

（３）連結子会社の事業年度に関する事項

連結計算書類提出会社と同じもの　　69社

連結計算書類提出会社と異なるもの　21社

※上記21社については、連結決算日において仮決算をしたうえで連結しております。

（４）会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

１）金融資産

非デリバティブ金融資産

当社グループは、売上債権及びその他の債権を、これらの発生日に当初認識しております。その

他のすべての非デリバティブ金融資産は、当社グループが当該金融商品の契約当事者になる取引日

に認識しております。

（ａ）償却原価で測定される金融資産

以下の２つの要件がともに満たされる場合、金融資産は「償却原価で測定される金融資産」に分

類されます。

・当社グループの事業モデルの目的が契約上のキャッシュ・フローを回収するために資産を保

有することであること

・契約条件により、元本及び元本残高に対する利息の支払のみであるキャッシュ・フローが特

定の日に生じること

償却原価で測定される金融資産（重大な金融要素を含まない営業債権を除く）は公正価値で当初

認識され、金融資産の取得に直接起因する取引費用を加算して算定しております。また、事後に実

効金利法によって算出された金融収益と当初測定額の累計額で測定され、減損損失控除後の金額を

帳簿価額として計上しております。重大な金融要素を含まない営業債権は取引価格で当初認識して

おります。事後に減損損失控除後の金額を帳簿価額として計上しております。

（ｂ）その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産

（ⅰ）その他の包括利益を通じて公正価値で測定する負債性金融資産

以下の２つの要件がともに満たされる負債性金融商品は、「その他の包括利益を通じて公正価

値で測定する金融資産」に分類されます。

・契約上のキャッシュ・フローの回収と売却の両方のために資産を保有することを目的とする

事業モデルに基づいて、資産が保有されていること

・金融資産の契約条件により、元本及び元本残高に対する利息の支払のみであるキャッシュ・

フローが特定の日に生じること

（ⅱ）その他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融資産

すべてのその他の資本性金融商品に対する投資について、公正価値の変動を純損益ではなくそ

の他の包括利益を通じて認識するという取消不能の選択を行っております。
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その他の包括利益を通じて公正価値で測定される金融資産については、実現した公正価値の変

動による損失または利得及び認識された減損損失は純損益に振り替えられることはありません。

ただし、当該投資に係る受取配当金は、その配当金が投資元本の払い戻しであることが明らかな

場合を除き、純損益の一部として「金融収益」に認識しております。

（ｃ）純損益を通じて公正価値で測定する金融資産

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産として指定する場合、または（ａ）（ｂ）以外の金

融資産は、純損益を通じて公正価値で測定する金融資産に分類しております。

（ｂ）（ｃ）の公正価値で測定される金融資産は公正価値で当初認識されます。当社グループ

は、純損益を通じて公正価値で測定する金融資産を除いて、公正価値に金融資産の取得に直接起因

する取引費用を加算して算定しております。

２）棚卸資産

棚卸資産は、取得原価と正味実現可能価額のいずれか低い額で計上しております。取得原価は平

均法を用いて算定しております。製品及び仕掛品の取得原価は、原材料費、直接労務費、その他の

直接費及び関連する製造間接費（正常生産能力に基づいている）から構成されております。正味実

現可能価額は、通常の事業の過程における予想売価から関連する変動販売費を控除した額でありま

す。

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

１）有形固定資産（使用権資産を除く）

定額法

２）無形資産（使用権資産を除く）

定額法（なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく

定額法）

３）使用権資産

リース期間と使用権資産の原資産の耐用年数のいずれか短い方の期間を耐用年数とする定額法

③　重要な引当金の計上基準

引当金は、当社グループが過去の事象の結果として現在の法的または推定的債務を有しており、当該

債務を決済するために資源の流出が必要となる可能性が高く、その金額について信頼性のある見積りが

できる場合に認識しております。引当金は、現時点の貨幣の時間価値の市場評価と当該債務に特有なリ

スクを反映した税引前の割引率を用いて、債務の決済に必要とされると見込まれる支出の現在価値とし

て測定します。時の経過により引当金が増加した場合は、金融費用として認識します。

④　重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算の基準

１）外貨建取引

当社グループの各企業の計算書類に含まれる項目は、企業が営業活動を行う主たる経済環境におけ

る通貨（以下「機能通貨」という。）を用いて測定しております。

外貨建取引は、取引日の為替レートを用いて、または計算書類項目について再測定を実施する場合

にはその評価日における為替レートを用いて、機能通貨に換算しております。これらの取引の決済か

ら生じる為替差額、並びに外貨建の貨幣性資産及び負債を決算日の為替レートで換算することによっ

て生じる為替差額は純損益で認識しております。

２）在外営業活動体

表示通貨とは異なる機能通貨を使用している在外営業活動体については、資産及び負債（取得によ

り生じたのれんと公正価値の修正を含む）は期末日レート、収益及び費用は期中平均為替レートを用

いて日本円に換算しております。

在外営業活動体の計算書類の換算から生じる為替換算差額は、その他の資本の構成要素に含めて計

上しております。
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⑤　デリバティブ金融商品及びヘッジ会計

当社グループは将来の為替変動リスク及び金利変動リスク等をヘッジする目的で、一部のデリバティ

ブについてキャッシュ・フロー・ヘッジの指定を行っております。

当社グループは、取引開始時に、ヘッジ手段とヘッジ対象との関係、種々のヘッジ取引の実施につい

てのリスク管理目的及び戦略について文書化しております。当社グループはまた、ヘッジ開始時及び継

続的に、ヘッジ取引に利用したデリバティブがヘッジ対象のキャッシュ・フローの変動を相殺するため

に極めて有効であるかどうかについての評価も文書化しております。また、予定取引に対してキャッシ

ュ・フロー・ヘッジを適用するために、当該予定取引の発生可能性が非常に高いことを確認しておりま

す。

キャッシュ・フロー・ヘッジ

キャッシュ・フロー・ヘッジとして指定され、かつその要件を満たすデリバティブの公正価値の変動

の有効部分は、その他の資本の構成要素で認識しております。非有効部分は連結損益計算書において純

損益に認識しております。

その他の資本の構成要素に認識されたヘッジ手段に係る金額は、ヘッジ対象が損益に影響を与える期

に、純損益に振り替えております。ヘッジ対象である予定取引が非金融資産の認識を生じさせるもので

ある場合には、その他の包括利益に認識されていた金額は振り替えられ、当該資産の取得原価の当初測

定に含められます。

ヘッジ手段が失効または売却された場合、あるいはヘッジがヘッジ会計の要件をもはや満たさなくな

った場合には、ヘッジ会計の適用を将来に向けて中止しております。すでにその他の資本の構成要素で

認識しているヘッジ手段に係る金額は、予定取引が最終的に純損益で認識される時点まで引き続き計上

されます。予定取引の発生がもはや見込まれなくなった場合は、その他の資本の構成要素に認識されて

いたヘッジ手段に係る金額をただちに純損益に認識しております。

⑥　従業員給付

１）短期従業員給付

短期従業員給付は、割引計算をせず、関連するサービスが提供された時点で費用として認識してお

ります。賞与及び有給休暇費用については、それらを支払う法的もしくは推定的な債務を有し、信頼

性のある見積りが可能な場合に、それらの制度に基づいて支払われると見積もられる額を負債として

認識しております。

２）長期従業員給付

当社グループは、従業員及び退職者に対して、確定給付型及び確定拠出型の退職後給付制度を設け

ております。

確定給付年金制度に関連して認識される負債は、報告期間の末日現在の確定給付債務の現在価値か

ら制度資産の公正価値を控除した金額となっております。確定給付債務は、独立した数理人が予測単

位積増方式を用いて毎期算定しております。確定給付債務の現在価値は、債務の支払見込期間に満期

が近似しており、かつ給付が支払われる通貨建の優良社債の利率を用いて、見積将来キャッシュ・ア

ウトフローを割り引くことで算定しております。

実績による修正及び数理計算上の仮定の変更から生じた数理計算上の差異は、発生した期間に、そ

の他の包括利益に計上したうえで即時に利益剰余金に振り替えております。

過去勤務費用は、発生した期の損益として認識しております。

確定拠出制度については、当社グループは公的または私的管理の年金保険制度に対し拠出金を支払

っております。拠出金の支払を行っている限り、当社グループに追加的な支払債務は発生しません。

拠出金は、支払期日において従業員給付費用として認識されます。

⑦　収益認識

当社グループは、下記の５ステップアプローチに基づき、収益を認識しております。

ステップ１：顧客との契約を識別する。

ステップ２：契約における履行義務を識別する。

ステップ３：取引価格を算定する。

ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する。

ステップ５：履行義務の充足時に収益を認識する。

当社グループは、「インダストリアルテープ事業」、「オプトロニクス事業」並びに「ライフサイエン

ス事業」を主な事業としており、これらの事業においては物品販売及びライセンスビジネス（特許使用許

諾や技術供与等）を行っております。

物品販売については、契約の定めに基づき顧客に物品を引渡した時点や、インコタームズ等で定められ

た貿易条件に基づきリスク負担が顧客に移転する時点において、顧客が当該物品に対する支配を獲得する

ことから、履行義務が充足されると判断しており、当該履行義務の充足時点で収益を認識しております。
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有形固定資産の減価償却累計額（減損損失累計額を含む） 714,250百万円

なお、「ライフサイエンス事業」における一部の医療関連材料の製造及び販売に係る収益については、一

定の期間にわたり履行義務を充足することから、製造の進捗に応じて収益を認識しております。進捗度の

測定は、原価の発生が製造の進捗度に比例すると判断しているため、発生したコストに基づくインプット

法により行っております。

ライセンスビジネスについては、契約の実質に従って履行義務が充足される時点を判断しており、サー

ビスの提供とともに、もしくはサービスの完了時に収益を認識しております。ただし、ランニング・ロイ

ヤリティ収入については、契約相手先の売上等を算定基礎として測定し、その発生時点を考慮して収益を

認識しております。

また、収益は顧客への財の移転と交換に企業が権利を得ると見込んでいる対価の金額から、値引、割戻

し等を控除後の金額で測定しております。

２．会計上の見積りに関する注記

会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、翌連結会計

年度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりであります。

（１）有形固定資産の回収可能性の評価

①　当連結会計年度に係る連結計算書類における計上額　有形固定資産286,949百万円

②　会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

４．連結損益計算書に関する注記　その他の費用　を参照ください。

（２）のれん及び無形資産の回収可能性の評価

①　当連結会計年度に係る連結計算書類における計上額　のれん4,809百万円、無形資産13,707百万円

②　会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

４．連結損益計算書に関する注記　その他の費用　を参照ください。

（３）繰延税金資産の回収可能性の評価

①　当連結会計年度に係る連結計算書類における計上額　繰延税金資産24,131百万円

②　会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

当社グループは、繰延税金資産の回収可能性について、毎期評価しており、当社グループの繰延税

金資産の回収可能性に関する重要な不確実性を考慮して、繰延税金資産を認識しております。

（４）確定給付負債の測定

①　当連結会計年度に係る連結計算書類における計上額　前払年金費用（注）9,905百万円、確定給付

負債44,125百万円

（注）前払年金費用は、連結財政状態計算書上、「その他の非流動資産」に含まれております。

②　会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等　（４）会計方針に関する事

項　⑥従業員給付　2)長期従業員給付　を参照ください。

３．連結財政状態計算書に関する注記

４．連結損益計算書に関する注記

その他の費用

その他の費用には、減損損失5,986百万円が含まれております。

減損損失の主な内訳は、以下のとおりであります。

その他セグメントに属するメンブレン（高分子分離膜）事業の日本及び米州の特定の資金生成単位の

有形固定資産及び無形資産等に関して減損損失を計上しております。これは、メンブレン（高分子分離

膜）事業で、成長が期待される脱炭素市場に注力していくため、製品ポートフォリオの見直しを含む積

極的な構造改革を行った結果、帳簿価額が回収できないと見込まれたことによるものであります。な

お、回収可能価額はディスカウント・キャッシュフロー法に基づく使用価値により測定されており、割

引率は、地域別に日本8.8％及び米州11.0％を採用しております。
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普通株式 149,758千株

決 議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基 準 日 効 力 発 生 日

2021年６月18日
定 時 株 主 総 会

普通株式 14,796 100 2021年３月31日 2021年６月21日

2021年10月26日
取 締 役 会

普通株式 16,280 110 2021年９月30日 2021年11月26日

計 － 31,076 － － －

配当金の総額 16,281百万円

１株当たり配当額 110円

基準日 2022年３月31日

効力発生日 2022年６月20日

普通株式 59,200株

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首 増 加 減 少 当連結会計年度末

普 通 株 式 （ 株 ） 1,792,681 97 48,000 1,744,778

2021年６月18日開催の取締役会の決議に基づく自己株式の処分による減少 23,700株

ストックオプションの行使による自己株式の交付による減少 24,300株

５．連結持分変動計算書に関する注記

（１）当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

（２）配当に関する事項

①　配当金支払額

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、効力発生日が翌期となるもの

2022年６月17日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり提案し

ております。

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

（３）当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く）の目的となる株式

の種類及び数

（４）自己株式に関する事項

（変動事由の概要）

主な増減数の内訳は、次のとおりであります。
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６．金融商品に関する注記

（１）金融商品の状況に関する事項

（１）資本リスク管理

当社グループは、経営の健全性・効率性を堅持し、持続的な成長を実現するため、安定的な財務基盤を

構築及び維持することを資本リスク管理の基本方針としております。当該方針に沿い、競争力のある製品

の開発・販売を通じて獲得している潤沢な営業キャッシュ・フローを基盤として、設備投資、配当、Ｍ＆

Ａ、自己株式取得による株主還元、及び借入金返済を実施しております。

（２）財務上のリスク管理

リスク管理方針

当社グループは、事業活動を行う過程において生じる財務上のリスクを軽減するために、リスク管理を

行っております。リスク管理にあたっては、リスク発生要因の根本からの発生を防止することでリスクを

回避することを基本方針とし、回避できないリスクについてはその低減を図るようにしております。

デリバティブ取引は、後述するリスクを回避することを目的とし、利用範囲や取引先金融機関選定基準

等について定めた規定に基づき、実需の範囲で行うこととしております。

当社グループの主要な財務上のリスク及び管理方針の詳細は、（３）財務リスクを参照ください。

（３）財務リスク

当社グループの事業活動は、事業環境・金融市場環境による影響を受けます。事業活動の過程で保有す

る金融商品は固有のリスクに晒されます。リスクには、主に（ａ）市場リスク（（ⅰ）為替リスク、

（ⅱ）価格リスク、（ⅲ）金利リスク）、（ｂ）信用リスク、（ｃ）流動性リスクが含まれます。

（ａ）市場リスク

（ⅰ）為替リスク

当社グループは、グローバルに事業展開を行っており、当社及び各子会社が製造した製品等を海外に

て販売しております。このため、当社及び各子会社が機能通貨以外の通貨で行った取引から生じる外貨

建営業債権債務等を報告期間末日の為替レートを用いて、機能通貨に換算替えすることに伴う、為替相

場の変動リスク（以下「為替リスク」という。）に晒されております。当社グループの為替リスクは、

主に、米ドルの為替相場の変動によるものであります。

当社グループでは、外貨建ての営業債権債務等について、為替リスクに晒されておりますが、通貨別

月別に外貨建ての営業債権債務等の残高を把握し、原則としてこれをネットしたポジションについて先

物為替予約等を利用することで、当該リスクをヘッジしております。

（ⅱ）価格リスク

当社グループが保有する資本性金融商品は、主に業務上の関係を有する企業の株式であります。株式

保有によるグループ企業価値の長期的な向上を目的に取得したものであり、短期で売買することを目的

に保有しておりません。資本性金融商品には上場株式と非上場株式が含まれており、定期的に時価や発

行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、取引状況や保有に伴うリターンが、当社が考える資本コス

トに見合っているかなどを検証し保有可否を判断しております。

したがって、当社グループにとって、現在の価格リスクは重要でないと考えております。

（ⅲ）金利リスク

金利リスクは、市場金利の変動により、金融商品の公正価値もしくは金融商品から生じる将来キャッ

シュ・フローが変動するリスクとして定義されております。当社グループの金利リスクのエクスポージ

ャーは、主に借入金や社債などの債務及び定期預金や貸付金などの債権に関連しております。利息の金

額は市場金利の変動に影響を受けるため、利息の将来キャッシュ・フローが変動する金利リスクに晒さ

れます。

当社グループは、グループ内の資金を効率的に活用し、有利子負債を極力削減する取組みを行ってお

ります。その結果、有利子負債は総資産に比べ僅少となっております。

したがって、当社グループにとって、現在の金利リスクは重要でないと考えております。
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（ｂ）信用リスク

当社グループにおいては、主に営業債権、契約資産、その他の債権及びその他の金融資産が信用リスク

に晒されております。当社グループは、「インダストリアルテープ事業」、「オプトロニクス事業」、

「ライフサイエンス事業」、その他に関係する事業を通じて多数の顧客に対する営業債権及び契約資産を

保有しております。顧客の信用リスクを把握するため、顧客に対して回収条件及び与信限度額を設定した

うえで、定期的に回収状況を把握し、遅延債権があれば理由を明確にし、適切な対策を講じております。

また、日々の情報収集に加え、必要に応じ外部機関から取引先の最新の信用調査報告書を入手し、回収実

績等とあわせて分析することにより、定期的に信用状況の確認を行っております。また、その他の債権及

びその他の金融資産についても過去の情報や外部機関の信用調査報告等を利用し、回収可能性を検討して

おります。

その結果、信用状況に変化や異常があると判断された場合、もしくは契約書等により合意された支払期

日に理由もなく支払いがない場合には、顧客の状況を確認し、回収条件変更やファクタリングの実施等の

債権保全措置を適切に講じております。当該措置を行う際には、責任者の承認を得る体制になっておりま

す。

当社グループは、顧客の債務不履行率に関する過去の情報や外部機関の信用調査報告等を利用し、回収

可能性を考慮して、売上債権及びその他の債権に対して貸倒引当金を設定しております。

また、その他の金融資産の主な内訳は預金であり、当社グループは余剰資金を金融機関に預金し、事業

に係るリスクを軽減するために金融機関等が提供するデリバティブ金融商品を利用しております。当社グ

ループは、預金及びデリバティブ金融商品に係る取引を格付けの高い金融機関とのみ行っているため、当

社グループにとって、当該取引に係る現在の信用リスクは重要でないと考えております。

（ｃ）流動性リスク

当社グループは、短期借入金を主に運転資金の調達を目的として利用し、長期借入金や社債を主に設備

投資資金の調達を目的として利用しています。支払手形及び買掛金といった債務とあわせ、当社グループ

はこれらの債務の履行が困難になる流動性リスクに晒されております。その流動性リスクについて、決済

に必要となるキャッシュ・フローの予測計画をもとに作成した適切な資金計画に沿って管理しておりま

す。

短期的な資金の調達手段である短期借入金について、当社は、各部署からの報告に基づき適時に資金繰

計画を作成・更新するとともに、手許流動性を一定水準に保つことなどにより、流動性リスクを管理して

おります。また、子会社で生じた資金の余剰は、グループ間で調整し効率的な資金管理を行っておりま

す。

長期的な資金の調達手段である長期借入金について、長期資金の調達の実行前に資金計画を作成し、取

締役会がこれを承認します。

（２）金融商品の公正価値に関する事項

公正価値の見積り

（ⅰ）公正価値の測定方法

当社グループは、金融資産及び金融負債の公正価値について次のとおり決定しております。

（現金及び現金同等物、売上債権及びその他の債権、仕入債務及びその他の債務、短期借入金）

短期間で決済されるため、公正価値は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

（その他の金融資産、その他の金融負債）

その他の金融資産のうち、市場性のある有価証券の公正価値は市場価格等に基づいて決定しておりま

す。

非上場株式については評価技法を利用して公正価値を決定しております。

デリバティブについては先物為替相場、契約締結先金融機関から提示された価額等に基づいて公正価

値を決定しております。

なお、金融商品の評価に用いる具体的な評価技法には以下のものが含まれております。

・類似の金融商品の取引相場価格またはディーラーによる見積り

・外国為替先物予約の公正価値は、期末日現在の先物為替レートを用いて算定した価値により算定して

おります。

・上記以外の金融商品の公正価値の算定には、割引キャッシュ・フロー分析などその他の技法が用いら

れます。
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（単位：百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

金融資産

純損益を通じて公正価値で測定される金融資産

負債性金融商品に対する投資 － － 3,069 3,069

デリバティブ － 2,931 － 2,931

その他の包括利益を通じて公正価値で測定される
金融資産

資本性金融商品に対する投資 3,231 － 225 3,457

金融資産合計 3,231 2,931 3,294 9,457

金融負債

純損益を通じて公正価値で測定される金融負債

デリバティブ － △1,065 － △1,065

金融負債合計 － △1,065 － △1,065

（ⅱ）金融商品の帳簿価額と公正価値

各決算日における連結財政状態計算書において公正価値で測定されない金融商品の該当はありませ

ん。

（ⅲ）公正価値ヒエラルキー

以下の表では、公正価値で測定される金融商品に関する分析を示しております。それぞれのレベルは

以下のとおり定義されています。

レベル１：同一の資産又は負債の活発な市場における相場価格

レベル２：資産または負債について、直接的に観察可能なインプット（すなわち価格そのもの）ま

たは間接的に観察可能なインプット（すなわち価格そのもの）のうち、レベル１に含ま

れる相場価格以外のインプット

レベル３：資産または負債について、観察可能な市場データに基づかないインプット（すなわち観

察不能なインプット）

以下の表は、公正価値で測定した当社グループの資産及び負債を示したものであります。

当連結会計年度において、レベル１、２及び３の間の振替はありません。
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（単位：百万円）

セグメントの名称 主要製品 日本 米州 欧州
アジア・

オセアニア
計

インダストリアルテープ 基盤機能材料 116,390 30,674 38,024 142,528 327,617

オプトロニクス

情報機能材料 28,811 － － 330,004 358,815

プリント回路 40,552 － － 52,964 93,516

計 69,363 － － 382,968 452,332

ライフサイエンス 医療関連材料 6,472 41,227 － － 47,699

その他 高分子分離膜、その他製品 2,210 11,432 4,103 6,847 24,594

調整額 1,204 － － － 1,204

合計 195,642 83,334 42,127 532,344 853,448

７．収益認識に関する注記

当社グループは、「インダストリアルテープ事業」、「オプトロニクス事業」並びに「ライフサイエンス事

業」を主な事業としており、これらの事業においては物品販売及びライセンスビジネス（特許使用許諾や技術

供与等）を行っております。

物品販売については、契約の定めに基づき顧客に物品を引渡した時点や、インコタームズ等で定められた貿

易条件に基づきリスク負担が顧客に移転する時点において、顧客が当該物品に対する支配を獲得することか

ら、履行義務が充足されると判断しており、当該履行義務の充足時点で収益を認識しております。なお、「ラ

イフサイエンス事業」における一部の医療関連材料の製造及び販売に係る収益については、一定の期間にわた

り履行義務を充足することから、製造の進捗に応じて収益を認識しております。進捗度の測定は、原価の発生

が製造の進捗度に比例すると判断しているため、発生したコストに基づくインプット法により行っておりま

す。

ライセンスビジネスについては、契約の実質に従って履行義務が充足される時点を判断しており、サービス

の提供とともに、もしくはサービスの完了時に収益を認識しております。ただし、ランニング・ロイヤリティ

収入については、契約相手先の売上等を算定基礎として測定し、その発生時点を考慮して収益を認識しており

ます。

また、収益は顧客への財の移転と交換に企業が権利を得ると見込んでいる対価の金額から、値引、割戻し等

を控除後の金額で測定しております。取引の対価は履行義務を充足してから主として１年以内に受領してお

り、重大な金融要素は含んでおりません。

（１）売上収益の分解

売上収益は製品群別及び子会社の所在地別に分解しております。これらの分解した売上収益と各報告セ

グメントの売上収益（外部顧客からの売上収益）との関係は以下のとおりであります。

地域別の売上収益は、各拠点の所在地によっており、日本以外の区分に属する主な国又は地域は以下の

とおりであります。

米州…………………………米国、メキシコ、ブラジル

欧州…………………………ベルギー、フランス、ドイツ、スウェーデン、トルコ

アジア・オセアニア………中国、韓国、台湾、シンガポール、マレーシア、香港、タイ、ベトナム
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（単位：百万円）

期首残高 期末残高

顧客との契約から生じた債権 181,894 203,111

契約資産 1,045 2,973

契約負債 9,213 24,138

１株当たり親会社所有者帰属持分 5,548円09銭

基本的１株当たり当期利益 656円31銭

（２）契約残高

顧客との契約から生じた債権、契約資産及び契約負債の残高は以下のとおりであります。

連結財政状態計算書において、顧客との契約から生じた債権及び契約資産は売上債権及びその他の債権

に含まれており、契約負債はその他の流動負債に含まれております。

契約資産は「ライフサイエンス事業」における一部の医療関連材料の製造及び販売において製造の進捗

に応じて認識したものであり、履行義務の充足部分と交換に受取る対価に対する権利のうち、時の経過以

外の条件付きの権利であります。契約資産は、対価に対する権利が無条件になった時点で債権に振り替え

られます。契約負債は財又はサービスを顧客に移転する前に、顧客から対価を受け取っている又は対価の

支払期限が到来しているものであります。

当連結会計年度に認識された収益について、期首現在の契約負債残高に含まれていた金額は5,802百万

円であります。また、当連結会計年度において、過去の期間に充足（又は部分的に充足)した履行義務か

ら認識した収益の額に重要性はありません。

（３）残存履行義務に配分した取引価格

当連結会計年度末において、残存履行義務に配分した取引価格の総額は6,300百万円であります。当該

残存履行義務は、契約上の前提条件が満たされた場合、当連結会計年度末から５年以内に収益として認識

すると見込んでおります。

なお、当社グループはIFRS第15号で規定されている実務上の便法を適用しており、上記の金額には当初

の予想契約期間が１年以内の未充足の履行義務に係る取引価格を含めておりません。

また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。

８．１株当たり情報に関する注記

連結財政状態計算書、連結損益計算書及び連結持分変動計算書の記載金額は百万円未満を切り捨てて表示してお

ります。

－ 16 －



2022/05/18 10:10:28 / 22858696_日東電工株式会社_招集通知

株主資本等変動計算書

（単位：百万円）

株主資本 評価・換算差額等

新 株
予約権

純資産
合 計資本金

資本剰余金 利益剰余金

自 己
株 式

株 主
資 本
合 計

その他
有価証
券評価
差額金

繰 延
ヘッジ
損 益

評価・
換 算
差額等
合 計

資 本
準備金

その他
資 本
剰余金

資 本
剰余金
合 計

利 益
準備金

その他利益剰余金

利 益
剰余金
合 計

特 別
償 却
準備金

固 定
資 産
圧 縮
積立金

別 途
積立金

繰 越
利 益
剰余金

当 期 首 残 高 26,783 50,482 － 50,482 4,095 16 2,148 185,000 193,470 384,730 △10,028 451,967 1,699 － 1,699 493 454,160

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △31,076 △31,076 △31,076 △31,076

特別償却準備金の取崩 △8 8 － － －

固定資産圧縮積立金の取崩 △75 75 － － －

当 期 純 利 益 65,815 65,815 65,815 65,815

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0 △0

自 己 株 式 の 処 分 54 54 268 322 △132 190

会社分割による減少 △3,390 △3,390 △3,390 △3,390

利 益 剰 余 金 か ら
資本剰余金への振替

3,336 3,336 △3,336 △3,336 － －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

△46 1,994 1,948 1,948

当 期 変 動 額 合 計 － － － － － △8 △75 － 31,486 31,401 267 31,669 △46 1,994 1,948 △132 33,485

当 期 末 残 高 26,783 50,482 － 50,482 4,095 7 2,072 185,000 224,956 416,132 △9,760 483,637 1,652 1,994 3,647 361 487,646

株主資本等変動計算書
当事業年度（2021年４月１日から2022年３月31日まで）
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個 別 注 記 表

１．重要な会計方針に関する注記

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

(2) デリバティブの評価基準及び評価方法

時価法

(3) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

商品及び製品・仕掛品・原材料及び貯蔵品

総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）

(4) 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）

定額法

無形固定資産（リース資産を除く）

定額法（なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額

法を採用しております。）

リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法を採用しております。

(5) 引当金の計上基準

貸倒引当金

金銭債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

投資損失引当金

関係会社に対する投資に係る損失に備えるため、財政状況等を勘案して、会社所定の基準により損失

見込額を計上しております。

役員賞与引当金

役員賞与の支出に備えるため、当事業年度における支給見込額を計上しております。

退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づい

て計上しております。

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（12年）による定額法に

より費用処理しております。

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（12年）による定額

法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。
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(6) 収益及び費用の計上基準

当社は、下記の５ステップアプローチに基づき、収益を認識しております。

ステップ１：顧客との契約を識別する。

ステップ２：契約における履行義務を識別する。

ステップ３：取引価格を算定する。

ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する。

ステップ５：履行義務の充足時に収益を認識する。

当社は、「インダストリアルテープ事業」、「オプトロニクス事業」並びに「ライフサイエンス事業」を

主な事業としており、これらの事業においては物品販売及びライセンスビジネス（特許使用許諾や技術供与

等）を行っております。

物品販売については、契約の定めに基づき顧客に物品を引渡した時点や、インコタームズ等で定められた

貿易条件に基づきリスク負担が顧客に移転する時点において、顧客が当該物品に対する支配を獲得すること

から、履行義務が充足されると判断しており、当該履行義務の充足時点で収益を認識しております。

ライセンスビジネスについては、契約の実質に従って履行義務が充足される時点を判断しており、サービ

スの提供とともに、もしくはサービスの完了時に収益を認識しております。ただし、ランニング・ロイヤリ

ティ収入については、契約相手先の売上等を算定基礎として測定し、その発生時点を考慮して収益を認識し

ております。

また、収益は顧客への財の移転と交換に企業が権利を得ると見込んでいる対価の金額から、値引、割戻し

等を控除後の金額で測定しております。

(7) ヘッジ会計の方法

１）ヘッジ会計の方法

予定取引に係る為替予約に関して、繰延ヘッジ処理を採用しております。通貨スワップについては、

振当処理の要件を満たす場合は振当処理を行っております。金利スワップについては、特例処理の要件

を満たす場合は特例処理を行っております。

２）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段　為替予約、通貨スワップ、金利スワップ

ヘッジ対象　外貨建債権債務等

３）ヘッジ方針

為替変動リスク及び金利変動リスクの回避を目的としております。

４）ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・

フロー変動の累計を比較し、その変動額の比率によって有効性を評価しております。ただし、特例処理

によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。
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(1) 有形固定資産の減価償却累計額 448,279百万円

(2) 関係会社に対する短期金銭債権 93,048百万円

関係会社に対する短期金銭債務 93,133百万円

関係会社に対する売上高 400,647百万円

関係会社からの仕入高 37,599百万円

関係会社との営業取引以外の取引高 23,476百万円

２．会計方針の変更に関する注記

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を当事業年度の期首から適用

し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込

まれる金額で収益を認識することといたしました。

なお、当該会計方針の変更による影響は軽微であります。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」と

いう。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」

（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準

等が定める新たな会計方針を将来にわたって適用しております。

これによる、計算書類に与える影響はありません。

３．会計上の見積りに関する注記

会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る計

算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりであります。なお、会計上の見積りの内容に

関する理解に資する情報については、連結注記表における注記事項と同一であるものについては、記載を省

略しております。

(1) 有形固定資産及び無形固定資産の回収可能性の評価

①　当事業年度に係る計算書類における計上額　有形固定資産159,479百万円、無形固定資産9,642百万円

②　会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

５.損益計算書に関する注記　(2)特別損失　を参照ください。

(2) 繰延税金資産の回収可能性の評価

　　当事業年度に係る計算書類における計上額　繰延税金資産22,902百万円

(3) 退職給付引当金の測定

①　当事業年度に係る計算書類における計上額　前払年金費用7,593百万円、退職給付引当金37,188百万円

②　会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

１.重要な会計方針に関する注記　(5)引当金の計上基準　退職給付引当金　を参照ください。

４．貸借対照表に関する注記

５．損益計算書に関する注記

(1) 関係会社との取引

(2) 特別損失

特別損失には、減損損失3,565百万円が含まれております。

減損損失の主な内訳は、以下のとおりであります。

その他セグメントに属するメンブレン（高分子分離膜）事業の日本の特定の資産グループの有形固定資

産及び無形固定資産に関して減損損失を計上しております。これは、メンブレン（高分子分離膜）事業

で、成長が期待される脱炭素市場に注力していくため、製品ポートフォリオの見直しを含む積極的な構造

改革を行った結果、帳簿価額が回収できないと見込まれたことによるものであります。なお、回収可能価

額はディスカウント・キャッシュフロー法に基づく使用価値により測定されており、割引率は、8.8％を

採用しております。
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株 式 の 種 類 当事業年度期首 増 加 減 少 当 事 業 年 度 末

普 通 株 式 （ 株 ） 1,792,681 97 48,000 1,744,778

2021年６月18日開催の取締役会の決議に基づく自己株式の処分による減少 23,700株

ストックオプションの行使による自己株式の交付による減少 24,300株

１株当たり純資産額 3,292円16銭

１株当たり当期純利益 444円71銭

６．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式に関する事項

（変動事由の概要）

主な増減数の内訳は、次のとおりであります。

７．税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因は、減価償却限度超過額、退職給付引当金の否認等であり、繰延税金負債

の発生の主な原因は、前払年金費用、圧縮積立金等であります。

８．収益認識に関する注記

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報について、「連結注記表　７．収益認識に

関する注記」に同一の内容を記載しておりますので注記を省略しております。

９．１株当たり情報に関する注記

貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書の記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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